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【財政力指数】

19年度に比べ0.06ポイント増の1.00となるが、類似団体平均値と同じ値となった。今後、

景気後退による税収減少に伴い、財政力指数は低下すると見込んでいる。

【経常収支比率】

19年度に比べ0.4ポイント下回り、類似団体平均（85.9％）を上回る結果となった。市税等

の徴収率向上等による収入の確保に努めるとともに、一層の事務事業の見直しを進めて、

経常収支比率の改善を図る。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

第四次定員適正化計画に基づく職員の削減等により人件費は減少したが 電算業務シ

【ラスパイレス指数】

給与構造の改革により、給与は適正な水準となっているが、人件費の増加は財政の硬

直化を招くため、手当の見直し等、より一層の給与の適正化に努める。

【将来負担比率】

19年度に比べ10.9ポイント減少したが、類似団体平均（58.2％）を上回る結果となった。市

債の発行を抑制するとともに、土地開発公社等の経営健全化を一層推進し、将来負担額

の抑制に努める。

【実質公債費比率】

類似団体平均（9.8％）よりも低い8.7％となっている。今後とも、市債発行の抑制を図って

きた効果により公債費が減少傾向にあるとともに、合併特例債等の普通交付税への算入

率が高いものに推移していくことから、同比率は逓減していく見込みである。

【人口千人当たり職員数】
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【財政力指数】

19年度に比べ0.06ポイント増の1.00となるが、類似団体平均値と同じ値となった。今後、

景気後退による税収減少に伴い、財政力指数は低下すると見込んでいる。

【経常収支比率】

19年度に比べ0.4ポイント下回り、類似団体平均（85.9％）を上回る結果となった。市税等

の徴収率向上等による収入の確保に努めるとともに、一層の事務事業の見直しを進めて、

経常収支比率の改善を図る。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

第四次定員適正化計画に基づく職員の削減等により人件費は減少したが、電算業務シ

ステム最適化に伴う経費や市制90周年記念事業に係る経費等で物件費が増加したため、

19年度に比べ1,499円増となった。類似団体平均（104,972円）は下回っており、今後とも大

垣市行政経営戦略計画に基づき、民間活力の導入などにより経費削減に努める。

【ラスパイレス指数】

給与構造の改革により、給与は適正な水準となっているが、人件費の増加は財政の硬

直化を招くため、手当の見直し等、より一層の給与の適正化に努める。

【将来負担比率】

19年度に比べ10.9ポイント減少したが、類似団体平均（58.2％）を上回る結果となった。市

債の発行を抑制するとともに、土地開発公社等の経営健全化を一層推進し、将来負担額

の抑制に努める。

【実質公債費比率】

類似団体平均（9.8％）よりも低い8.7％となっている。今後とも、市債発行の抑制を図って

きた効果により公債費が減少傾向にあるとともに、合併特例債等の普通交付税への算入

率が高いものに推移していくことから、同比率は逓減していく見込みである。

【人口千人当たり職員数】

第四次定員適正化計画（平成18年～平成22年）に基づき平成22年4月1日における職員

数を2,513人以内（約6％ 160人削減（うち普通会計分145人））となるよう定員の適正化に

努めている。


